
　①有形固定資産減価償却率については、本管整備
が完了しており、新規の建設改良工事がなく償却対
象資産が基本的には増加しないため、既存資産の償
却が進んでいることにより年々増加しています。
　②管渠老朽管比率については、法定耐用年数を経
過した管渠はありませんが、老朽化対策として2007
年度より不明水対策調査に取り組んでいます。調査
内容は、管路内カメラ調査を毎年度700mほど行って
おり、異常や破損等が確認された箇所については、
修繕等の補修工事を行っています。
　令和2年度から、北下南下地区（2002年度供用開
始）の同調査を開始しました。
　供用開始から20年が経過するため、処理施設も含
め老朽化は確実に進行していると考えられます。2. 老朽化の状況

全体総括

「1.経営の健全性・効率性について」の分析欄にも記載しまし
たが、全体として、節水機器の普及・住民の節水意識の向上に
加え、接続済み世帯の構成員の減少が考えられ、それにより有
収水量が毎年減少しているのが実態です。
　そのことが要因となり、料金収入についても、ほぼ横ばいか
微減少傾向となっています。
　一方、処理施設等の老朽化は着実に進行しており、年々破損
する機器類等も増加しています。
　現在、公共下水道区域へ編入（統合）する計画を進めてお
り、令和6年度から接続管工事等を開始し、毎年度実施する方針
であり、令和８年度末には同工事が完了する予定です。工事が
完了した翌年度に完了地区を公共下水道区域へ編入する「広域
化・共同化」を段階的に実施していく予定です。
　そのため、それまでの期間の施設設備の更新等については、
機能診断調査（2016年度実施）や最適整備構想（2017年度策
定）をもとに、日々の維持管理業務の状況を注視しながら、必
要最小限の範囲で実施していきたいと考えています。
　公共下水道への編入完了まで、できる限りの範囲で、より一
層の経営改善・事業の効率化に努め、日々コストの縮減を図り
たいと考えています。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　本事業は、令和2年4月から企業会計に移行しましたが、「使用料収入
により必要経費を賄う」という独立採算の原則どおりには経営できてい
ないのが現状です。
　左図のとおり、⑤経費回収率は59.83％しかない状態にも関わらず、
①経常収支比率は100％を超えているのは、一般会計からの繰入金（補
助金）収入への依存度が非常に大きいことを意味しています。
　⑤経費回収率の低迷の原因としては、処理施設の維持管理費等の汚水
処理費が増加しない場合であっても、2010年度に供用開始となった小倉
地区の接続率が低い状態が長年続いており、それにより料金収入が低
く、毎年ほとんど増加していないためであると考えられます。
　また、上野田地区および北下南下地区は処理施設の容量の関係から新
規の接続は制限しているため、  当該地区に係る料金収入が増加してい
かないため、④企業債残高対事業規模比率（料金収入に対する企業債残
高の割合）についても、平均を大きく上回っている状況です。
　ただし、現在は新規借入を行っておらず、年々償還が終了する借入が
発生していることから、④に関しては今後減少していく見込みです。
　全体として、節水機器の普及・住民の節水意識の向上に加え、接続済
み世帯の構成員の減少が考えられ、それにより有収水量が毎年減少して
いるのが実態です。
　そのため、使用料収入の増加のために今後行う対策としては、引き続
き小倉地区の接続を推進できるよう広報等を行い、接続率を向上させる
ことで、平均を下回っている水洗化率を増加させることです。
　また、処理施設の老朽化した機器修繕については、優先順位をつけ効
率的に修繕することにより、一カ年度にコストが膨れ上がるような緊急
対応をできる限り回避するよう十分に注意し、適切な維持管理に努めた
いと考えています。
　なお、③流動比率に関しては、昨年度よりも現金預金が減少したこと
によりやや低下しておりますが、依然として全国平均を大きく上回って
おります。しかし、これは流動負債に対し、現金をプールするために現
金預金を一般会計繰入金（補助金）により多く収入しているだけである
ため、一般会計繰入金（補助金）ありきの経営からの脱却は非常に難し
い現状ではありますが、より一層の経営改善・事業の効率化に努め、
日々コストの縮減を図りたいと考えています。
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経営比較分析表（令和6年度決算）
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業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.30】 【102.74】 【47.19】 【798.10】

【87.80】【49.92】【286.33】【54.51】

【28.46】 【0.03】 【0.02】


